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廃棄物・リサイクルに関わる法体系

廃棄後の処理が問題化している個別物品については、個別リサイクル法を整備。基本的枠組みとしての循環型
社会形成推進基本法や、３Ｒ全般の取組を促進する資源有効利用促進法も整備。

３Ｒ（リデュース、リユース、リサイクル）の推進によって、大量生産・大量消費・大量廃棄型の経済社会から、
環境と経済を統合した「循環型社会」の構築を目指す。
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資源有効利用促進法（2001年 全面改正施行） パソコンを含む
10業種69製品を指定

製造業者による自主回収・リサイクルシステムの構築等を規定

３Ｒ全般に
わたる計画的
取組の促進

循環型社会形成推進基本法（2001年施行 2012年 改正）

循環型社会形成推進基本計画
（2018年.6 改定）

基本的
枠組み法 ①発生抑制（リデュース）

②再使用（リユース）
③再生利用（リサイクル）
④熱回収（サーマルリカバリ）
⑤適正処分

廃棄物の
適正処理 廃棄物の処理及び清掃に関する法律（1971年 施行 2017年 改正）

家庭ごみに関する市町村の処理責任、廃棄物処理業者に対する業の許可、廃棄物処理基準の設定 等

容器包装
リサイクル法
（2000年 施行

2006年 改正）

家電
リサイクル法

（2001年 施行）

自動車
リサイクル法

（2003年 施行）

食品
リサイクル法
（2001年 施行

2007年 改正）

建設資材
リサイクル法

（2002年 施行）

ビン、ペットボトル、
紙製・プラスチック製

容器包装等

冷蔵庫・冷凍庫、
エアコン、テレビ、
洗濯機・乾燥機

食品残さ自動車 木材、コンクリート、
アスファルト

製造・流通事業者
の費用負担

排出者（消費者）
の費用負担

排出者（事業者）
の費用負担

問題化している
個別物品に

対する法制度

家庭ゴミの６割を
占める容器包装対策 大型廃棄物・ゴミ対策 その他大型・大量廃棄物対策

認定事業者に
対する廃掃法の

特例措置

小型家電に含まれる
有用金属の有効利用

小型家電

小型家電
リサイクル法

（2013年施行）

基本原則

※赤字が当省が主
として所管してい
る法制度
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プラスチック資源循環
戦略を策定中



年代 主な課題 代表的な法律と施行年

1960～1970年代
・廃棄物処理に伴う環境保全高度成長に伴う産業廃
棄物等の増大と「公害」の顕在化
・環境保全対策としての廃棄物処理

・廃棄物処理法（1971）

1980年代 ・廃棄物処理施設整備の推進
・廃棄物処理に伴う環境保全

1990年代
・廃棄物の排出抑制、再生利用
・各種リサイクル制度の構築
・有害物質（ダイオキシン類含む）対策

・再生資源有効利用促進法（1991）
・バーゼル法（1993）
・環境基本法（1993）
・省エネ・リサイクル支援法（1993）

2000年～ ・循環型社会形成を目指した3Rの推進

・容器包装リサイクル法（2000）
・循環型社会形成推進基本法（2001）
・家電リサイクル法（2001）
・食品リサイクル法（2001）
・建設リサイクル法（2002）
・廃棄物処理法改正（2003）
・資源有効利用促進法（2001）
・自動車リサイクル法（2005）
・小型家電リサイクル法（2013）

我が国における循環型社会構築の取組

住民自身の取組、企業・業界団体の自主的取組、法制度整備により公害を克服
資源を効率的に利用する「循環型社会」構築の取組を早くから開始

生
活
環
境
の
保
全

循
環
型
社
会
の
構
築

出典：日本の廃棄物処理の歴史と現状（2014,環境省）を元に改変 https://www.env.go.jp/recycle/circul/venous_industry/ja/history.pdf 3
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プラスチック資源循環の取組み

製造・販売 使用 廃棄・収集
リサイクル・
処理

廃棄物管理の徹底とライフサイクル各段階におけるイノベーションの促
進が重要

製品の
薄肉化

詰め替え・
付け替え
製品

紙製バ
リア包装
材利用
の食品

リサイク
ル素材
（100％代
替素材）

エネルギー回
収

マテリアルリサイク
ル
ケミカルリサイクル

製品製造
時におけ
る漏出防
止
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①廃棄物管理の徹底・３Rの推進

②加工工程におけるゼロエミッション 生分解・代替素材イノベーション等 ③リサイクル技術

リサイク
ル性を考
慮した製
品設計

生分解
性プラス
チック
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重量比（平成２９年度）

一般廃棄物の処理については、廃棄物処理法に基づき、市町村が統括的な責任を有している（同法第６
条の２）。

一般廃棄物の排出量が増大する一方、周辺住民の反対により最終処分場や焼却処理施設の立地が困
難な状況にあったため、一般廃棄物最終処分場がひっ迫しつつあった。

そこで、一般廃棄物の太宗（容積比で６割）を占め、かつ、再生資源としての利用が技術的に可能な容器
包装について、消費者、市町村、事業者による適切な役割分担の下で再商品化等を促進し、一般廃棄物
処分場のひっ迫の緩和と資源の有効利用の確保を図る制度として、１９９５年に容器包装リサイクル法を
制定（１９９７年４月：本格施行（再商品化事業開始）、２０００年４月：完全施行）。

出典：環境省「容器包装廃棄物の使用・排出実態調査」 ※四捨五入による端数処理の関係で、合計値が合わない場合がある。

容積比（平成２９年度）

容器包装リサイクル法の制定とその背景

容器包装以外
79.1％

容器包装
20.9％

容器包装
56.6％

容器包装以外
43.4％
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競争入札引取契約

消費者

【分別排出】

指 定 法 人
（公財）日本容器包装リサイクル協会

商品
販売

再商品化事業者

容器包装
区分ごとに
分別収集
を実施

再商品化費用の支払
（義務履行）

委託費用の支払

特定事業者
（容器包装を用いた商品の生産者等）

【再商品化】

市町村

【分別収集】

・・・お金の流れ ・・・モノの流れ

分別基準適合物
（ベール）の引渡し

家庭ごみの太宗（容積比約６割、重量比約２～３割）を占める容器包装廃棄物について、リサイクルの
促進等によりその減量及び資源の有効利用の確保を図るため、以下の再商品化義務対象品目について
再商品化等の仕組みを構築。

家庭から排出される容器包装廃棄物について、消費者による分別排出、市町村による分別収集、事業者
による再商品化という関係者の適切な役割分担の下でリサイクルを促進するための制度。

再商品化
製品の
販売

ガラス製
容器

紙製
容器包装

ペット
ボトル

プラスチック製
容器包装

再商品化義務
対象品目

383億円
（平成29年度）

容器包装リサイクル法の制度概要

８
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（出典）環境省「日本の廃棄物処理（平成２７年度版）」（平成２９年３月）

容リ法制定

容リ法完全施行 容リ法改正

一般廃棄物排出量の推移
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事業者名 取組内容

PETボトルリサイクル
推進協議会

国内で製造されるPETボトルについて、再利用しやすい容器とするために、使用するボトル、ラベル、
キャップ等について規定した自主設計ガイドラインを策定。
国内事業者が自主設計ガイドラインに沿ったPETボトルを製造しているため、使用済PETボトルの資
源価値が向上。

リサイクルの経済性向上に向けた取組み

PETボトルのリサイクル性向上に向けた取り組み事例
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企業 取組内容 取組詳細

花王 容器包装の4R

• リデュース：包装容器の軽量化、中身の濃縮化
• リプレイス：バイオマスプラスチック等の代替素材
の利用

• リユース：つめかえ・つけかえ用製品による本品
容器の再利用

• リサイクル：再生プラスチックの利用、リサイクルし
やすい容器

サント
リー

PET樹脂の国内水
平循環

• 国内飲料業界で初めてペットボトルの「ボトルto
ボトル」メカニカルリサイクルシステムを構築。

• 一部製品において、導入開始時の再生PET樹
脂使用量50%から100%まで拡大。

日本プラ
スチック
工業連盟

製造工程における
樹脂ペレット漏出
防止

• 1992年より、樹脂ペレットの漏出防止に係るマ
ニュアル・対策事例集・リーフレット等を作成、関
係企業に配布し、活動を推進。

日本企業のワンウェイプラスチック削減技術・樹脂ペレット漏出防止の取組

詰め替え製品用ホルダー

自社商品ペットボトルに多数採用
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啓発ポスター



日本企業の生分解性・代替素材イノベーション

企業 取組内容 取組詳細

カネカ
生分解性プラスチッ
ク（PHBH™）
の開発

• 100％植物由来のバイオプラスチック
• 海水中で生分解可能であり、環境に安全であることを認証
する「OK Biodegradable MARINE」を取得

• フィルム(レジ袋･ごみ袋など)、ストロー、カトラリー等への用
途展開に目途

• 海洋資材、食品関連包装材への用途拡大を予定

三菱ケミ
カル

生分解性プラスチッ
ク「BioPBS™(バイ
オPBS）」を開発

• 自然界の土中の微生物の力で水と二酸化炭素に自然に
分解される

• 耐熱性が高く、ホット飲料用カップやケイタリング用使い捨て
トレー、食器類等に使用可能

日本製紙
紙製バリア包装材の
展開

• "紙でできることは紙で。"を合言葉に新製品の開発を推進
• 木質素材100％から成る基材に製紙用水系塗工技術を
活用したバリア塗工層を付与することにより酸素やにおいの
通過を防止する「シールドプラス®」を2017年11月に上市

PHBH™で製造された製
品

シールドプラス®を利用した食品
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BioPBS™で製造された製品



クリーン・オーシャン・マテリアル・アライアンス（仮称）について
地球規模の新たな課題でもある海洋プラスチック問題の解決に向けた取組みが急務。海洋プラスチックごみの
削減に向けて、プラスチックのより持続可能な使用や、生分解性に優れたバイオプラスチック・紙等の代替素材
の開発を促すとともに、ワンウェイプラスチックへの適用並びに新製品の導入・普及を加速することが重要。
こうしたイノベーションを加速化する交流の場として、業種を超えた民間企業のアライアンスを来年１月目途に
設立し、海洋プラスチック問題に積極的に取り組むサプライチェーンを構成する関係事業者の連携強化を図る。
さらに、新たなプレイヤーとの組み合わせによる新しいビジネスモデルの創出や国際展開等の取組を一体となっ
て推進する。

普及促進

技術開発

国際連携
用途に応じた最適な代替素材の
選択を容易にする為の技術情報の
共有

技術・ビジネスマッチング
先行事例による情報発信、
展示会の開催
持続可能プラスチックや代替素
材に係る普及促進策の検討

最新の開発成果に関する技術
交流、技術セミナーの開催

国際機関、研究機関等との連携による情
報収集、発展途上国等への情報発信、
技術コンサルティング

代替技術を持つ製造事業者（化学・製紙メーカーetc）

新技術に関心のある
利用事業者（流通・食品・
飲料・消費材メーカーetc）

新技術に関心のある
成型加工メーカー

情報収集

情報発信

先進国

新興国

UNEP／UNEA※

＜主な活動内容＞

素材開発技術を持つ
(取り組もうとしている)事業者

※United Nations Environment Programme
United Nations Environment Assembly

G7／Ｇ２０

情報提供・マッチング

技術交流・連携

課題提起 情報提供 課題提起 情報提供

関係研究機関
関係業界団体 等
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プラスチックリサイクルの事例

繊維

自動車内装材、吸音材 ユニフォーム

シート ボトル

飲料用ボトル卵パック ブリスターパック

プラスチックの再生製品になる

プラスチックの減容成形品から、コークス、ガスを抽出

材料リサイクル ケミカルリサイクル

再生樹脂 パレット コークス炉化学原料

固形燃料

石炭の代替材料

サーマルリサイクル

廃棄物発電

ガス化

廃棄物に応じて、適切なリサイクル技術を用いて資源循環を構築している。

16出典：日本容器包装リサイクル協会HP/JFEエンジニアリングHP/昭和電工HP



樹脂生産量
１，０７５万t

国内樹脂製品
消費量
９８０万t

樹脂、プラ製品の輸
出・輸入等

生産・加工ロス等

使用
（排出モデルから
排出量を算出）

廃プラ総排出量
８９９万t

マテリアルリサイクル
２０６万t

23%

ケミカルリサイクル※１
３６万ｔ

4%

エネルギー回収※２
５１６万t

57%

単純焼却
８０万t

9%

有効利用廃プラ
７５９万t

84%

※1 ケミカルリサイクル：高炉・コークス炉原料、ガス化等
※2 エネルギー回収：固形燃料、セメント原燃料、発電焼却、熱利用焼却

＜出典：プラスチック循環利用協会データより経済産業省にて編集＞

埋立
６０万t

7%

製造・加工段階 排出段階 処理処分段階

日本のプラスチックの資源循環の現状（2016）

日本プラスチック工業連盟
製造工程における樹脂ペレット漏出防止の取組み

株式会社カネカ
カネカ生分解性ポリマーPHBH™の開発

昭和電工株式会社
廃プラスチックからの水素生産に係る取組み

日本環境設計株式会社
消費者巻込み型のポリエステル繊維およ
びPETボトルリサイクルの取り組み

JFE工程技術（北京）有限公司
JFEエンジニアリング株式会社の循環経済都市構築の取組

回収



ご清聴ありがとうございました。
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